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２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

2023年3月期
通期業績

今後の対応

■ 連結売上高      4,５８6億円（前期比＋5５3億円）

■ 連結当期純利益 △２５７億円（前期比 △１８７億円）

01．決算ハイライト

赤字決算の
主な要因

 国内大型建築工事における多額の損失計上（△31５億円）

①2023年3月期 第２四半期 △ 62億円
 要因：鋼材等の資材価格の上昇、工事進捗に伴う施工計画の見直しによる損失の計上

②2023年3月期 第４四半期 △25３億円
 要因：プレキャスト部材の製作不具合による部材の再製作及び、一部設置済み

部材の取替に伴う、部材の廃棄・再製作費用、工程回復促進費用の発生

 変化する事業環境への対応の遅れによる建築事業全般の業績悪化

 繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整額の計上（約４5億円）

０１

 当該国内大型建築工事の更なる損益悪化の防止、および

 建築事業における業績改善が最優先課題

中期経営計画2022-2024において、建築事業の業績改善施策を追加

策定し、これらを反映した経営数値目標の見直しを実施



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

当社

当社

市場

市場

 手持ち工事量と施工体制を考慮し、採算を重視した受注活動を展開

 建設資機材価格や労務需給の動向等、リスク要因を注視

 社会情勢の変化とカントリーリスクに留意し、慎重に取り組む

 公共：関連予算の執行により堅調に推移

 民間：設備投資は持ち直しが続き、住宅建設は底堅く推移

 当社進出各国の建設投資は回復基調

前期(FY202２)の振り返り

 土木：大規模更新やトンネル工事など受注は順調に進捗

 建築：手持工事の消化を優先し、新規工事の受注を抑制

 フィリピンの大型工事受注をはじめ、堅調に推移

 

 公共：関連予算の執行により底堅く推移していく見通し

 民間：持ち直しが続くと期待される一方、一定のリスク要因が残る

 回復基調が続くと期待されるが、世界経済の動向に留意

今期(ＦＹ２０２３)の見通し

国内

海外

国内

海外

国内

海外

国内

海外

02．市場環境
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２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

【連結営業利益】【連結売上高】 （単位：億円）
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表示未満調整（単位：億円）

 売上高：個別・子会社ともに、手持ち工事の進捗により前期比増加
 利   益：個別業績の悪化が各利益項目に大きく影響

売上高 4,488 4,724 4,216 4,033 4,586 +553

売上総利益 510 477 389 182 91 △91

一般管理費 218 229 233 256 278 +22

営業利益 292 248 156 △75 △188 △113

営業利益率 6.5% 5.2% 3.7% △1.8% △4.1% △2.3pt

経常利益 289 239 131 △83 △185 △101

当期純利益(※) 188 156 87 △70 △257 △187
※親会社株主に帰属する当期純利益

前期比増減FY19FY18 FY22FY20 FY21

03．連結業績
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Sheet1

				FY15		FY16				FY17				FY18				FY19				FY20				FY21				FY22		前期比増減 ゾウゲン

				実績		実績				実績				実績				実績				実績				実績				実績		前期比

		売上高		4,173		4,039				4,173				4,488				4,724				4,216				4,033				4,586		+553

		売上総利益		511		464				511				510				477				389				182				91		△91

		売上総利益総利益率 ソウリエキリツ		12.2%		11.4%				12.2%				11.4%				10.1%				9.6%				4.5%				2.0%		△2.5%

		一般管理費 イッパン カンリヒ		205		185				205				218				229				233				256				278		+22

		営業利益		306		279				306				292				248				156				△75 				△188 		△113

		営業利益率 エイギョウリエキリツ		7.3%		6.9%				7.3%				6.5%				5.2%				3.7%				△1.8%				△4.1%		△2.3pt

		経常利益		285		262				285				289				239				131				△83 				△185 		△101

				6.8%		6.4%				6.8%				6.4%				5.1%				3.4%				△2.1%				△4.0%		△1.9%

		当期純利益(※) トウキ ジュンリエキ		207		170				207				188				156				87				△70 				△257 		△187

				5.0%		4.2%				5.0%				4.2%				3.3%				2.2%				△1.7%				△5.6%		△3.9%

		※親会社株主に帰属する当期純利益 トウキ ジュンリエキ

																										256.39

																										管理費調整前 カンリヒ チョウセイマエ











２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

建築
2,377億円

52％

◆売上高 ◆売上総利益

【土木：総利益・利益率】 【建築：総利益・利益率】（単位：億円）
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 土木：売上高・利益ともに前期比増加し、過去最高の利益水準を確保
 建築：売上高は増加も、国内大型建築工事の悪化が大きく影響

（単位：億円）

FY20 FY21 FY22

土木 1,868 1,921 2,219

建築 2,347 2,111 2,377

その他 9 9 6

調整額 △8 △8 △16

合計 4,216 4,033 4,586

FY20 FY21 FY22

土木 217 246 290

建築 170 △65 △201

その他 3 1 2

調整額 △1 0 △1

合計 389 182 91

（単位：億円） （単位：億円）

土木
2,219億円

48%

建築
170億円

44％

土木
217億円

56％

04．セグメント別業績【連結】
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				FY18		FY19		FY20		FY21		FY22

		土木 ドボク		1,689		1,772		1,868		1,921		2,219

		建築 ケンチク		2,798		2,948		2,347		2,111		2,377

		その他 タ		9		11		9		9		6

		調整額 チョウセイ ガク		(9)		△7		△8		△8		△16

		合計 ゴウケイ		4,488		4,724		4,216		4,033		4,586
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				FY18		FY19		FY20		FY21		FY22

		土木 ドボク		236		223		217		246		290

		建築 ケンチク		272		251		170		△65		△201

		その他 タ		3		4		3		1		2

		調整額 チョウセイ ガク		(1)		△1		△1		0		△1

		合計 ゴウケイ		510		477		389		182		91









２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

◆売上高 ◆売上総利益

【国別売上高】 【海外売上高】 【海外総利益・利益率】 （単位：億円）
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 海外：工事量の増加により、売上高・利益ともに前期比増加。売上高は過去最高。
 当社の「成長ドライブ」として事業基盤の強化、規模の拡大を目指す

（単位：億円）

国内 海外 (構成比)

FY20 3,584 632 15%

FY21 3,342 691 17%

FY22 3,659 927 20%

国内 海外 (構成比)

FY20 355 34 9%

FY21 146 36 20%

FY22 21 70 77%

（単位：億円） （単位：億円）

国内
3,659億円

80％

海外
927億円

20％

05．国内・海外別業績【連結】

640 713 632 
691

927

0

200

400

600

800

1,000

FY18 FY19 FY20 FY21 FY22

355

146

21

34

36

70

0

100

200

300

400

FY20 FY21 FY22

海外

国内

FY22

フィリピン 280

バングラデシュ 144

インドネシア 117

インド 101

シンガポール 83

その他地域 202

海外合計 927

０５


Sheet1

				国内 コクナイ		海外 カイガイ		(構成比) コウセイヒ

		FY18		3,848		640		14%

		FY19		4,011		713		15%

		FY20		3,584		632		15%

		FY21		3,342		691		17%

		FY22		3,659		927		20%

				4586.22
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				国内 コクナイ		海外 カイガイ		(構成比) コウセイヒ

		FY18		426		84		16%

		FY19		419		58		12%

		FY20		355		34		9%

		FY21		146		36		20%

		FY22		21		70		77%








Sheet1

				FY22

		フィリピン		280

		バングラデシュ		144

		インドネシア		117

		インド		101

		シンガポール		83

		その他地域 タ チイキ		202

		海外合計 カイガイ ゴウケイ		927







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

FY20 FY21

実績 実績 実績 前期比増減

国内官公庁 789 886 753 △133

国内民間 303 218 199 △19

海外 214 58 789 +731

土木工事 1,306 1,163 1,742 +579

国内官公庁 117 259 49 △210

国内民間 1,639 1,646 1,341 △304

海外 102 29 117 +88

建築工事 1,858 1,933 1,507 △426

国内官公庁 906 1,145 802 △343

国内民間 1,942 1,864 1,540 △324

海外 316 87 906 +819

合計 3,164 3,096 3,248 +153

海外(現地法人含む) (558) (552) (1,339) +787

FY22

 国内土木：海外を含む施工体制を考慮し、量より質を重視した取り組み
 国内建築：手持ち工事の消化を優先させるため、受注を抑制
 海 外：大型土木工事の受注により前期比大幅増加

2,022 1,442 1,306 1,163 1,742 
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建築
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【受注高推移 セグメント別】 （単位：億円）■受注高 （単位：億円）

06．建設受注高《個別》
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										FY18		FY19		FY20		FY21		FY22

										実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績		実績		実績 ジッセキ		前期比増減 ゼンキ ヒ ゾウゲン

				国内官公庁						810 		738 		789 		886 		753 		△133

				国内民間						353 		411 		303 		218 		199 		△19

				国内 コクナイ								1,149 		1,092 		1,105 		952 		△152

				海外						859 		293 		214 		58 		789 		+731

		土木工事								2,022 		1,442 		1,306 		1,163 		1,742 		+579

				国内官公庁						372 		128 		117 		259 		49 		△210

				国内民間						3,142 		1,723 		1,639 		1,646 		1,341 		△304

				国内 コクナイ								1,851 		1,756 		1,904 		1,390 		△514

				海外						116 		91 		102 		29 		117 		+88

		建築工事								3,630 		1,942 		1,858 		1,933 		1,507 		△426

				国内官公庁						1,182 		866 		906 		1,145 		802 		△343

				国内民間						3,495 		2,134 		1,942 		1,864 		1,540 		△324

				国内 コクナイ								3,000 		2,848 		3,009 		2,343 		△666

				海外						975 		384 		316 		87 		906 		+819

		合計								5,652 		3,384 		3,164 		3,096 		3,248 		+153



		海外(現地法人含む) カイガイ ゲンチ ホウジン フク								(1,376)		(774)		(558)		(552)		(1,339)		+787

















２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

4

 完成工事高：手持ち工事の進捗により、土木・建築ともに前期比増加 
 繰越工事高：引き続き高水準で推移

FY20 FY21 FY22

実績 実績 実績 増減額 増減率

土木 1,281 1,280 1,480 ＋200 +15.6%

建築 1,939 1,760 1,893 ＋133 +7.6%

合計 3,220 3,040 3,373 ＋333 +11.0%

前期比

【完成工事高推移】 （単位：億円）

FY20 FY21 FY22

実績 実績 実績 増減額 増減率

土木 3,321 3,203 3,465 ＋262 +8.2%

建築 3,693 3,867 3,480 △387 △10.0%

合計 7,014 7,070 6,945 △125 △1.8%

前期比

（単位：億円）

（単位：億円）

■完成工事高

07．完成工事高《個別》

■繰越工事高 【繰越工事高推移】 （単位：億円）
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						FY18		FY19		FY20		FY21		FY22		前期比

						実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		増減額 ゾウゲン ガク		増減率 ゾウゲン リツ

		土木				1,233 		1,314 		1,281 		1,280 		1,480 		＋200 		+15.6%

		建築				2,266 		2,379 		1,939 		1,760 		1,893 		＋133 		+7.6%

		合計 ゴウケイ				3,499 		3,693 		3,220 		3,040 		3,373 		＋333 		+11.0%
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						FY18		FY19		FY20		FY21		FY22		前期比

						実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		増減額 ゾウゲン ガク		増減率 ゾウゲン リツ

		土木				3,168 		3,296 		3,321 		3,203 		3,465 		＋262 		+8.2%

		建築				4,217 		3,780 		3,693 		3,867 		3,480 		△387 		△10.0%

		合計 ゴウケイ				7,385 		7,076 		7,014 		7,070 		6,945 		△125 		△1.8%

												3866.48

												建築調整前 ケンチクチョウセイマエ







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

【土木】 【建築】

 土木：完成工事高の増加、手持工事の利益改善が寄与
 建築：国内大型建築工事の更なる損益悪化、

 その他工事における建設資機材価格の高騰の影響等による利益率の低下

増減額 増減(率)

土木 132 10.3% 156 12.2% 184 12.5% ＋29 +0.3pt

建築 133 6.9% △97 △5.5% △234 △12.3% △137 △6.8pt

国内大型建築工事 ー ー △219 ー △308 ー △89 ー

その他 133 6.9% 122 7.3% 74 4.1% △48 △3.2pt

合計 265 8.2% 59 1.9% △50 △1.5% △108 △3.4pt

前期比

実績

FY21 FY22

実績

FY20

実績
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FY18 FY19 FY20 FY21 FY22

完成工事総利益率 総利益率

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

■完成工事総利益（総利益率）

08．完成工事総利益《個別》
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Sheet1

						FY18				FY19				FY20				FY21				FY22				前期比 ゼンキヒ

						実績				実績				実績				実績				実績				増減額 ゾウゲン ガク		増減(率) ゾウゲン リツ

		土木				182 		14.8%		162 		12.4%		132 		10.3%		156 		12.2%		184 		12.5%		＋29 		+0.3pt

		建築				217 		9.6%		192 		8.1%		133 		6.9%		△97 		△5.5%		△234 		△12.3%		△137 		△6.8pt

				国内大型
建築工事 コクナイオオガタ ケンチクコウジ										ー		ー		△219 		ー		△308 		ー		△89 		ー

				その他 タ										133 		6.9%		122 		7.3%		74 		4.1%		△48 		△3.2pt

		合計 ゴウケイ				399 		11.4%		354 		9.6%		265 		8.2%		59 		1.9%		△50 		△1.5%		△108 		△3.4pt





		建築完工 ケンチク カンコウ				2,266				2,379				1,939				1,760				1,893

		　		国内大型
建築工事 コクナイオオガタ ケンチクコウジ										59 				76 				69 				△7 

				その他 タ										1,880 		7.1%		1,684 		7.3%		1,824 		4.1%		＋140 

		合計 ゴウケイ				2,266 		11.4%		354 		9.6%		1,939 		8.2%		1,760 		1.9%		1,893 		△1.4%		＋133 		△3.3pt







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

FY20 FY21

実績 実績 実績 増減

資産合計 3,768 3,941 4,102 161

（現預金） (755) (710) (651) (△59)

負債合計 2,665 2,944 3,390 446

（有利子負債） (632) (648) (843) (195)

純資産合計 1,103 997 711 △ 286

（自己資本） (1,024) (914) (636) (△278)

自己資本比率 27.2% 23.2% 15.5% △7.7pt

ROE 8.8% △7.2% △33.2% △26.0pt

営業ＣＦ 167 100 △161 

投資ＣＦ △27 △130 △35 

財務ＣＦ 97 △21 142 

期末現金同等物 696 651 608 

FY22

【連結貸借対照表概略図】

【自己資本/比率・ROE】

6

 自己資本比率：総資産の増加と工事損失計上により15.5％に低下
 営業キャッシュフロー：工事関係の支出が先行しマイナス

1,024

914

636

27.2% 23.2%

15.5%8.8%

△7.2%

△33.2% △20%

0%

20%

0

500

1,000

FY20 FY21 FY22

自己資本 自己資本比率 ROE

■連結財政状態・キャッシュフロー （単位：億円）

（単位：億円）

総資産
4,102億円

負債
3,390億円

現預金
651億円 有利子負債

843億円

自己資本

636億円

純資産 711億円

09．連結財政状態・キャッシュフロー
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Sheet1

						FY18		FY19		FY20		FY21		FY22

						実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績		実績 ジッセキ		増減 ゾウゲン

		資産合計 シサン ゴウケイ				3,409 		3,534 		3,768 		3,941 		4,102 		161

				（現預金） ゲンヨキン		(743)		(535)		(755)		(710)		(651)		(△59)

		負債合計 フサイ ゴウケイ				2,429 		2,510 		2,665 		2,944 		3,390 		446

				（有利子負債） ユウリシ フサイ		(316)		(398)		(632)		(648)		(843)		(195)

		純資産合計 ジュンシサン ゴウケイ				980 		1,024 		1,103 		997 		711 		△ 286

				（自己資本） ジコ シホン		(906)		(957)		(1,024)		(914)		(636)		(△278)



		自己資本比率 ジコ シホン ヒリツ				26.6%		27.1%		27.2%		23.2%		15.5%		△7.7pt



		ROE				22.6%		16.7%		8.8%		△7.2%		△33.2%		△26.0pt



		営業ＣＦ エイギョウ				△10 		△180 		167 		100 		△161 

		投資ＣＦ トウシ				△64 		△34 		△27 		△130 		△35 

		財務ＣＦ ザイム				27 		8 		97 		△21 		142 

		期末現金同等物 キマツ ゲンキン ドウトウ ブツ				664 		458 		696 		651 		608 







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

 「中期経営計画 2022-2024」では、総還元性向50％を目安に、
 自己資本配当率（DOE）3％を下限値として、安定した株主還元を実施する方針
 期末配当金：１株当たり14.0円（DOE3.4％）の配当を予定

配当性向 自己資本 総還元性向

第２四半期末 期末 合計 （連結） 配当率(連結) （連結）

FY20 0.00 18.00 18.00 32.5% 2.8% 43.8%

FY21 0.00 20.00 20.00 - 3.4% -

FY22 0.00 14.00 14.00 - 3.4% -

年間配当金（円）

39 38 

28 

31 

22 

5
10

10

44億円
48億円

38億円

31億円

22億円

20.5%
24.5%

32.5%

23.1%

30.8%

43.8%

0%
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50%

0
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FY18 FY19 FY20 FY21 FY22

配当金総額 自己株式取得 配当性向 総還元性向

24円 24円 18円 20円 14円
１株当たり

配当金

【配当性向・総還元性向の５か年推移】 （単位：億円）

10．株 主 還 元
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Sheet1

				年間配当金（円） ネンカン ハイトウキン エン						配当性向 ハイトウ セイコウ		自己資本 ジコ シホン		総還元性向 ソウ カンゲン セイコウ

				第２四半期末 ダイ シハン キ マツ		期末 キマツ		合計 ゴウケイ		（連結） レンケツ		配当率(連結) ハイトウリツ レンケツ		（連結） レンケツ

		FY19		0.00 		24.00 		24.00 		24.5%		10億円 オクエン		30.8%

		FY20		0.00 		18.00 		18.00 		32.5%		2.8%		43.8%

		FY21		0.00 		20.00 		20.00 		-		3.4%		-

		FY22		0.00 		14.00 		14.00 		- 8.5		3.4%		-







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

（単位：億円）

 売上高 ：手持ち工事量は豊富、概ね前期並みを想定
 利  益 ：黒字回復を見込む

FY22

実績 予想 前期比

売上高 4,586 4,630 +44

売上総利益 91 412 +321

一般管理費 278 282 +4

営業利益 △188 130 +318

営業利益率 △4.1% 2.8% +6.9pt

経常利益 △185 90 +275

当期純利益(※) △257 40 +297

※親会社株主に帰属する当期純利益

FY23

■連結業績予想 ■連結売上高

4,724 
4,216 4,033 
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■連結営業利益

248
156

△75

△188

130

5.2%
3.7%

△1.8%

△4.1%
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営業利益 営業利益率

11．2024年３月期 業績予想《連結》

（単位：億円）

（単位：億円）
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Sheet1

				FY15		FY16		FY17		FY18		FY19		FY20		FY21		FY22		FY23

				実績		実績		実績		実績		実績		実績 ジッセキ		実績		実績 ジッセキ		予想 ヨソウ		前期比

		売上高		4,173		4,488		4,173		4,488		4,724		4,216		4,033		4,586		4,630		+44

		売上総利益		511		510		511		510		477		389		182		91		412		+321

		売上総利益総利益率 ソウリエキリツ		12.2%		11.4%		12.2%		11.4%		10.1%		9.6%		4.5%		2.0%		8.9%		+6.9pt

		一般管理費 イッパン カンリヒ		205		218		205		218		229		233		256		278		282		+4

		営業利益		306		292		306		292		248		156		△75 		△188 		130		+318

		営業利益率 エイギョウリエキリツ		7.3%		6.5%		7.3%		6.5%		5.2%		3.7%		△1.8%		△4.1%		2.8%		+6.9pt

		経常利益		285		289		285		289		239		131		△83 		△185 		90		+275

				6.8%		6.4%		6.8%		6.4%		5.1%		3.4%		-2.1%		△4.0%		1.9%		+5.9pt

		当期純利益(※) トウキ ジュンリエキ		207		188		207		188		156		87		△70 		△257 		40		+297

				5.0%		4.2%		5.0%		4.2%		3.3%		2.2%		-1.7%		△5.6%		0.9%

		※親会社株主に帰属する当期純利益 トウキ ジュンリエキ















２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

（単位：億円）

 受注高：手持ち工事量と施工体制のバランスを考慮し、大きく抑制

 売上高：土木・建築ともに手持ち工事の進捗を見込み概ね前期並み 

FY22

実績 予想 前期比

土木 1,742 900 △842

建築 1,507 1,100 △407

受注高 3,248 2,000 △1,248

売上高 3,376 3,203 △173

売上総利益 △48 260 +308

一般管理費 182 180 △2

営業利益 △231 80 +311

営業利益率 △6.8% 2.5% +9.3pt

経常利益 △214 60 +274

当期純利益 △256 35 +291

FY23
■建設受注高（個別）

■完成工事高（個別）

土木 900億円 建築 1,100億円

国内700億円

(前期比△252億円)

海外200億円

(前期比△589億円)

■個別業績予想

12．2024年３月期 業績予想《個別》

国内1,050億円

(前期比△340億円)

海外50億円

(前期比△67億円)

土木 1,400億円

国内1,050億円

(前期比+9億円)

海外350億円

(前期比△89億円)

建築 1,800億円

国内1,730億円

(前期比△92億円)

海外70億円

(前期比△1億円)
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Sheet1

						FY15		FY16		FY17		FY18		FY19		FY20		FY21		FY22		FY23

						実績		実績		実績		実績		実績		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		予想 ヨソウ		前期比

				土木 ドボク																1,742		900		△842

				建築 ケンチク																1,507		1,100		△407

		受注高 ジュチュウダカ				4,173		4,488		4,173		4,488				3,164		3,096		3,248		2,000		△1,248

		売上高 ウリアゲダカ				511		510		511		510				3,222		3,044		3,376		3,203		△173

		売上総利益				205		218		205		218				266		60		△48 		260		+308

		売上総利益総利益率 ソウリエキリツ				12.2%		11.4%		12.2%		11.4%				9.6%		1.9%		△1.4%		8.1%		+9.5pt

		一般管理費 イッパンカンリヒ				306		292		306		292				102		△116 		182		180		△2

		営業利益 エイギョウ リエキ				306		292		306		292				102		△116 		△231 		80		+311

		営業利益率 エイギョウリエキ リツ				7.3%		6.5%		7.3%		6.5%				3.2%		△3.8%		△6.8%		2.5%		+9.3pt

		経常利益				285		289		285		289				94		△115 		△214 		60		+274

						6.8%		6.4%		6.8%		6.4%				3.4%		-3.8%		△6.3%		1.9%		+8.2pt

		当期純利益 トウキ ジュンリエキ				207		188		207		188				76		△86 		△256 		35		+291

						5.0%		4.2%		5.0%		4.2%				2.2%		-2.8%		△7.6%		1.1%

















２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

増減額 増減(率)

土木 156 12.2% 184 12.5% 174 12.4% △10 △0.1pt

建築 △97 △5.5% △234 △12.3% 85 4.7% ＋319 +17.0pt

国内大型建築工事 △219 ー △308 ー － ー ＋308 ー

その他 122 7.3% 74 4.1% 85 5.1% ＋11 +1.0pt

合計 59 1.9% △50 △1.5% 259 8.1% ＋309 +9.6pt

前期比

予想

FY22 FY23

実績

FY21

実績

【土木】 【建築】

5

 手持ち工事の着実な消化に向け、各工事の期中管理と現場支援体制を強化

 建築部門の業績改善に向けた各種施策を進め、利益水準の早期回復を目指す
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（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

■完成工事総利益（総利益率）

13．2024年３月期 業績予想《個別・完成工事総利益》
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Sheet1

						FY18				FY19				FY20				FY21				FY22				FY23				前期比 ゼンキヒ

						実績				実績				実績				実績				実績				予想 ヨソウ				増減額 ゾウゲン ガク		増減(率) ゾウゲン リツ

		土木				182 		14.8%		162 		12.4%		132 		10.3%		156 		12.2%		184 		12.5%		174 		12.4%		△10 		△0.1pt

		建築				217 		9.6%		192 		8.1%		133 		6.9%		△97 		△5.5%		△234 		△12.3%		85 		4.7%		＋319 		+17.0pt

				国内大型
建築工事 コクナイオオガタ ケンチクコウジ										ー		ー		△219 		ー		△308 		ー		－		ー		＋308 		ー

				その他 タ										133 		6.9%		122 		7.3%		74 		4.1%		85 		5.1%		＋11 		+1.0pt

		合計 ゴウケイ				399 		11.4%		354 		9.6%		265 		8.2%		59 		1.9%		△50 		△1.5%		259 		8.1%		＋309 		+9.6pt





		建築完工 ケンチク カンコウ				2,266				2,379				1,939				1,760				1,893				1,800

		　		国内大型
建築工事 コクナイオオガタ ケンチクコウジ										59 				76 				69 				139 				＋70 

				その他 タ										1,880 		7.1%		1,684 		7.3%		1,824 		4.1%		1,661 		5.1%		△163 

		合計 ゴウケイ				2,266 		11.4%		354 		9.6%		1,939 		8.2%		1,760 				1,893 				1,800 				△93 		+0.0pt







２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

FY21 FY22 FY23

実績 実績 予想

連結自己資本 914 636 654

自己資本比率 23.2% 15.5% 15%程度

ROE △7.2% △33.2% 6.2%

■連結自己資本・自己資本利益率(ROE)※想定

（単位：億円）

■連結財政状態

14．2024年３月期 連結財政状態

（単位：億円）

914

636 654

23.2%
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△7.2%
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△40%
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自己資本 自己資本比率 ROE

【自己資本/比率・ROE】

・手持ち工事の資金需要により有利子負債は高水準で推移する見通し

・2023年3月末のD/Eレシオは1.3倍

▶ 工事代金の回収促進による資金収支の改善

・２期連続の純損失計上により自己資本比率は大きく低下

▶ 政策保有株式の縮減を含む資産のスリム化
財務体質の改善が必要

1４

 資金収支の改善により健全な財務体質の早期構築を目指す

 連結自己資本比率：15％程度 ROE：6％以上を見込む


Sheet1

						FY19		FY20		FY21		FY22		FY23

						実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		実績 ジッセキ		予想 ヨソウ

		連結自己資本 レンケツ ジコシホン								914		636		654

		自己資本比率 ジコシホンヒリツ				27.1%		27.2%		23.2%		15.5%		15%程度 テイド

		ROE				16.7%		8.8%		△7.2%		△33.2%		6.2%

		営業ＣＦ エイギョウ				△289 		△180 		100 		△259 		△247 

		投資ＣＦ トウシ				△2 		△34 		△130 		△33 		△29 

		財務ＣＦ ザイム				83 		8 		△21 		196 		288 

		期末現金同等物 キマツ ゲンキン ドウトウ ブツ				456 		458 		651 		555 		567 









２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

配当性向 自己資本 総還元性向

第２四半期末 期末 合計 （連結） 配当率(連結) （連結）

FY21 0.00 20.00 20.00 - 3.4% -

FY22 0.00 14.00 14.00 - 3.4% -

FY23(予想) 0.00 14.00 14.00 54.8% 3.3% 54.8%

年間配当金（円）

38 28 31 
22 22 

10

10

48億円

38億円

31億円

22億円 22億円

24.5%

32.5%30.8%

43.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

10

20

30

40

50

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23(予)

配当金総額 自己株式取得 配当性向 総還元性向

54.8%程度

１株当たり
配当金

【配当性向・総還元性向の推移】 （単位：億円）

15．2024年３月期 株主還元(予想)

 総還元性向50％を目安に、自己資本配当率（DOE）3％を下限値として
安定した株主還元を実施

 株主還元：前期同様1株当たり配当14.0円を予定

24円 18円 20円 14円 14円

15


Sheet1

				年間配当金（円） ネンカン ハイトウキン エン						配当性向 ハイトウ セイコウ		自己資本 ジコ シホン		総還元性向 ソウ カンゲン セイコウ

				第２四半期末 ダイ シハン キ マツ		期末 キマツ		合計 ゴウケイ		（連結） レンケツ		配当率(連結) ハイトウリツ レンケツ		（連結） レンケツ

		FY19		0.00 		24.00 		24.00 		24.5%		10億円 オクエン		10億円 オクエン

		FY20		0.00 		18.00 		18.00 		32.5%		2.9%		10億円 オクエン

		FY21		0.00 		20.00 		20.00 		-		3.4%		-

		FY22		0.00 		14.00 		14.00 		-		3.4%		-

		FY23(予想) ヨソウ		0.00 		14.00 		14.00 		54.8%		3.3%		54.8%







三井住友建設グループ

中期経営計画  2022－2024

２０２３年５月１０日 

＜2023年５月 修正＞

２０２３年３月期 決 算 説 明 会



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会
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修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

中期経営計画修正の背景１

１７

国内大型建築工事における多額の損失計上、建築事業全般の業績悪化により目標未達の見通し

⇒業績改善施策の追加策定、それらを反映させた経営数値目標の見直しを実施

中期経営計画２０２２－２０２４

△75 

△188

130 
160 167 183 200 

FY2021 FY2022

FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY20３０

構造改革/業績改善

計画見直し

2030年の将来像実現に向けて

（連結営業利益:億円）

中期経営計画
２０1９－２０２１

高難度な国内大型建築工事に
おける多額の損失計上

変化する事業環境への対応の
遅れによる建築事業全般の

業績悪化

業績悪化の主要因
（見直しの背景）

品質の確保、工程管理を徹底し、更なる損益悪化防止に取り組む

建築事業の業績改善に向けた構造改革を実施
（適正な施工体制構築、取組案件の絞り込み、利益重視の目標管理）

対 策
「収益力の向上」に資する施策の強化および加速

足元の強固な
事業基盤構築

将来に向けた
企業価値の向上

目指す姿

FY202７



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

1041 1050 1010 950 950 950

1822 1730 1690
1430 1400 1460

927 970 1020

1050 1100 1140

国内土木事業 国内建築事業
海外事業

中期経営計画修正の背景

事業領域ごとの方向性

国
内
土
木
事
業
国
内
建
築
事
業

海
外
事
業

PC橋梁などの優位技術を軸とした受注戦略の維持

優位性を更に高め、利益生産性の向上を目指す

事業拡大に合わせ、人材等の事業基盤の強化を実施

「選択と集中」による成長投資の継続

建築事業の業績改善を、好調な土木・海外事業が支える

各事業別の売上高推移

(28%)

(48%)

(24%)

(28%)

(46%)

(26%)

(27%)

(45%)

(28%)

(28%)

(41%)

(31%)

(27%)

(41%)

(32%)

(27%)

(41%)

(32%)

※個別売上高（ただし海外事業のみ現地法人含む）

（億円）

利益率の改善が最優先事項

一時的に受注規模を縮小し、業務改革、組織改革を実行

更なる質の向上

構 造 改 革

事 業 拡 大

脱炭素社会に寄与する再生可能エネルギー事業の拡大

サステナビリティの社会ニーズに応じた技術開発、事業創出

１

18

コロナ禍からの回復を追い風に、当社の成長ドライブとして、
更なる事業拡大を目指す

事業ポートフォリオイメージ



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

中期経営計画 2022－2024



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

デジタル技術によって多様な
サービスの提供が可能となり、
建設業においてもデジタル化
(建設DX)が急速に進展

生活様式の 変化

１９

事業環境と長期ビジョンを踏まえた、当社グループが取り組む方向性
デジタル化による
生産性の向上

事業環境認識と当社グループの方向性２
中期経営計画2022-2024

さらに大きく変化する事業環境を見据え、取り組みの方向性を設定

事 業 環 境

グローバル化の
加速

人材育成
働き方改革

持続可能社会への
貢献

激甚化する災害から地域を守るため
の“国土強靭化”の重要性が高まる

地域社会の 変化

中長期的な経済成長が期待される一方、
人権や環境への配慮が強く求められる

国際社会の 変化

働き手のライフスタイルや
価値観が変容し、働きがいや
仕事を通じた社会への貢献を
求める機運が高まる

働き手の 変化

企業活動の前提として、気候
変動の緩和と適応への配慮が
求められるなど、持続可能な
社会を目指す意識が高まる

自然環境に対する意識の変化

環境負荷の低減
人権の尊重

途上国におけるインフラ
整備、雇用の創出

ダイバーシティ＆イン
クルージョンの実現

担い手不足の解消
現場労務の安全性向上

社会の
成長へ

（持続性）
企業の
成長へ

各取り組みの実践により、「社会の成長」を「企業の成長」へつなげる 「新たな成長」の姿

長期ビジョン

2030年の将来像

新しい価値で
「ひと」と「まち」を
ささえてつなぐ

グローバル建設企業

■■■

■

■

■

■

新たな社会ニーズに
よる事業機会の獲得

経済成長に合わせた
海外事業の拡大

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの向上に
よる有能な人材の確保

スピード化、効率化に
よる競争力の強化

■ ■ ■

国内大型建築工事に
おいて多額の損失を
計上、また建築事業
全般においても、資材
価格の高騰・労務需
給の逼迫などにより
業績悪化

建築事業の業績悪化

業績の改善
ガバナンス強化の上、
事業環境等も踏まえ、
収益力（利益）向上に
注力

将来の成長に向けて
足元の事業基盤の
強化が必須

重 要 課 題



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

中期経営計画2022－2024 テーマ

新たな成長へ
～サステナブル社会の実現に向けて～

「３つの基本方針」

３ 中期経営計画2022－2024の概要
中期経営計画2022-2024

収益力の向上 成長分野への挑戦

人材(＝人財)基盤の強化

基本方針-1 基本方針-２

基本方針-３

２０

サステナビリティに対する世界的な意識の高まり、日々進化するデジタル技術とその活用など、社会は加速度的に変化している。

これらの潮流を的確に捉え行動することで、新たな成長へとつなげていく、またそれがサステナブル社会の実現へとつながっていく。

三井住友建設グループは、サステナブル社会の実現に向けて、社会とともに成長する企業を目指します。

社会の成長（社会の持続性） 企業の成長（企業の持続性）
事業成長と売上高・利益率向上による経営基盤の強化

安定的な財務基盤の維持と着実な配当成長の実現

環境：気候変動リスクの軽減（カーボンニュートラル等）

社会：まちのレジリエンス向上、人権の尊重



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

経営環境が大きく変化する中、「中期経営計画2022-2024」を確実に実行し、企業価値向上に取り組む
PBRの改善に向けてROE及び株主資本コストを重要指標と位置付け、「収益力の向上」と「資本効率向上」を目指す

1.95 1.73

1.35 1.37

0.79 0.77 0.71

0.94

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 ･･･ ･･･

課題認識 １

株価はPBR1倍を割れる状況が継続しており、企業価値を
毀損している状態と評価されている

２期連続赤字により、当社のROE水準は市場の求める株主
資本コスト(当社自己認識6～7%)を大きく下回っている

課題認識 ２

当社グループは、ROEの向上を目標に掲げ、企業価値の向上を目指す

企業価値向上に向けて

【取り組み事項】

25.9 

34.4 
31.2 

22.6 
16.7 

8.8 △7.2

△33.2

10.0 12.0 

5.6 
6.9 7.3 

6.5 
5.2 

3.7 

△1.8 △4.1
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FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY27 FY30

ROE(左軸)

連結営業利益率(右軸)

（倍）

～ ～

・企業価値を最大化するための資本コストを意識した経営
・株主資本コストを上回るROE水準の早期実現
・株主との対話推進と実施状況の開示

PBR（株価純資産倍率）＝3月末株価（終値）÷1株当たり純資産

ROEと連結営業利益PBR（期末時点） ROE（％） 連結営業
利益率（％）

企業価値向上を支える「収益力の向上」と「資本効率向上」を優先すべき経営課題として捉え

４

２１

中期経営計画2022-2024

企業価値向上に向けて-１

国内大型建築工事における損失計上の影響 

ROEの向上により
PBRの改善を目指す

株主資本コスト（6～7％）

当社が認識する課題



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

ROE(自己資本利益率)＝

売上高純利益率 総資産回転率 財務レバレッジ

× ×
純利益

売上高

売上高

総資産

総資産

自己資本

収益力の向上

資産のスリム化

最適な資本構成

 事業領域毎の施策の実行

①受注力の強化

②現場力の強化

③国内建築事業の業績改善

 将来的な事業ポートフォリオの多様化に向け、市場ニーズが

高まるサステナビリティ関連等への成長投資の継続

 必要性を見極めた一般管理費の削減

 政策保有株式を2024年度迄に50％まで縮減（2022年度比）

 CCC（ｷｬｯｼｭｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝｻｲｸﾙ）の短縮による資金収支の改善

 資本コストを意識した資産効率化の推進

⇒ 投資の「選択と集中」など

 資本効率性、格付、事業リスク等を踏まえ、

財務規律(D/Eレシオ1倍以下)を意識した最適資本構成への改善

 成長投資とリスクに備えた自己資本（＝株主資本）水準を確保

１

３

２

収益力の向上１ 資産のスリム化２ 最適な資本構成３

「三位一体でのROE向上」に取り組む

２２

中期経営計画2022-2024

４ 企業価値向上に向けて-２

中期経営計画
2022‐2024

+3年

中期経営計画
2022‐2024

長期目標
(イメージ)

2024年度
ROE

9%以上

2027年度
ROE

10%以上

2030年度
ROE

12%以上

経営環境が大きく変化する中、「中期経営計画2022-2024」を確実に実行し、企業価値向上に取り組む
PBRの改善に向けてROE及び株主資本コストを重要指標と位置付け、「収益力の向上」と「資本効率向上」を目指す

ROE水準目標 ROE向上のための３つの基本方針



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

122 203 147 186 206 191
96

15%
21%

14% 17%
21%

27%

12%
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2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2025/3末
政策保有株式残高 連結純資産比率

23

中期経営計画2022-2024

４ 企業価値向上に向けて-３

中長期的な企業価値の向上に向けて、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に取り組む

政策保有株式の縮減１

監督と執行、および取締役間の相互牽制機能強化に向けた、「過半数の社外取締役の選任」等の対策を検討

取締役会の監督機能の強化２

資本効率向上、キャッシュフロー改善の観点から、政策保有株式残高を2024年度までに50％まで縮減※

早期に連結純資産比率を20%以内とするとともに、将来的には10%以内を目指す （※2022年度比）

現 状
（2023年5月時点）

社内取締役 社外取締役 社外取締役 比 率

5名 4名 ４４％

政策保有株式残高（億円） 連結純資産比率（％）

過半数の選任
（50%超）を検討

50%
縮減

国内大型建築工事における損失発生の原因究明及び再発防止３

国内大型建築工事の度重なる損失発生を受け、調査委員会により原因究明及び再発防止策を策定

調査委員会においては外部有識者から客観的な立場での助言を得る予定

政策保有株式の残高および連結純資産比率の推移



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

2021年度
中期経営計画 2022‐2024

2022年度 2024年度 2027年度

ROE △7.2％ △33.2％ 9％以上 10％以上

総還元性向 ― ― 50％程度 50％程度

２４

経営数値計画 業績目標
中期経営計画2022-2024

国内建築事業の立て直しを最優先に取り組み、強固な経営基盤を再構築

財務KPI

業績目標

2021
中期経営計画 2022‐2024

2022 2023 2024 2025 2026 2027

連結売上高 4,033 4,586 4,630 4,670 4,360 4,400 4,500

連結営業利益 △75 △188 130 160 167 183 200
利益率 △1.8% △4.1% 2.8% 3.4% 3.8% 4.2% 4.4%

（億円）

５



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

経営数値計画 業績目標 （受注高）

国内建築受注を抑制、国内土木・海外で安定的な受注確保を目指す

個別受注計画
2021

中期経営計画2022-2024
2022 2023 2024 2025 2026 2027

国内土木 受注高 1,105 952 700 900 900 900 900
国内建築 受注高 1,905 1,390 1,050 900 1,300 1,300 1,400

海外受注計画

（億円）

（億円）

中期経営計画2022-2024

2021
中期経営計画2022-2024

2022 2023 2024 2025 2026 2027

海外受注高 552 1,339 870 1,100 1,100 1,150 1,200
土木 77 842 300 600 500 500 500
建築 475 497 570 500 600 650 700

２５

５

・ 国内建築：手持ち工事の消化が最優先事項 → 受注量を大幅に抑制し採算重視の取組方針を徹底

・ 国内土木：当面は堅調に推移 → 施工体制を勘案しつつ、900億円程度の事業規模を維持

国内土木 繰越高 2,508 2,420 2,070 1,960 1,910 1,860 1,810
国内建築 繰越高 3,740 3,308 2,628 1,838 1,708 1,608 1,548

（参考）期末繰越工事高

・ 海外：引き続き成長市場と位置づけ → リスク管理を徹底しながら着実な拡大を図る

（個別＋海外現地法人）



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

国内建築は施工体制確保を優先し、海外事業およびグループ会社の安定的な成長を目指す

連結業績計画
（億円）

中期経営計画2022-2024

経営数値計画 業績目標 （セグメント別売上高）

2021
中期経営計画2022-2024

2022 2023 2024 2025 2026 2027

連結売上高 4,033 4,586 4,630 4,670 4,360 4,400 4,500

国内土木(当社) 910 1,041 1,050 1,010 950 950 950

国内建築(当社) 1,680 1,822 1,730 1,690 1,430 1,400 1,460

海外 691 927 970 1,020 1,050 1,100 1,140

国内グループ
会社等

752 796 880 950 930 950 950

連結営業利益
(利益率)

△75
△1.8%

△188
△4.1%

130
2.8%

160
3.4%

167
3.8%

183
4.2%

200
4.4%

２６

５



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

経営数値計画 財 務 戦 略 の 考 え 方
中期経営計画2022-2024

創出されるキャッシュフローと資金調達による最適な資本構成 （成長投資と株主還元）

株主還元

安定的な配当の実施

   機動的な自己株式取得

総還元性向 50%を目安 概ね190億円程度（5年間）

成長投資
 既存事業の更なる強化、成長

 中長期目線による成長投資

成長投資 400億円（2027年度まで）

D/Eレシオ1倍以下を目安

資 金 調 達
（銀行借入、政策保有株式の売却など）

財務規律を意識した資金調達、
政策保有株式の縮減 等

■

■

■

■

２７

事業成長と売上高・利益率の向上

営業キャッシュフローの創出

５



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

経営数値計画 財務計画（キャッシュフロー・財務施策）

投資、還元の源泉となる営業キャッシュフローの創出・財務基盤の健全化

２８

５
中期経営計画2022-2024

（億円）

 CCC（キャッシュコンバージョンサイクル）の短縮による資金収支の改善

 持続的な成長のため、競争力強化に資する投資を継続的に実施

 財務規律(D/Eレシオ1倍以下)を意識しつつ、柔軟に資金調達

2021

営業CF 100

投資CF △130

財務CF △21

2022

△161

△35

142

2023-2027
(5年合計)

1,200 程度 利益計上＋工事代金の回収

△250 程度 資本効率を意識した成長投資

△760 程度 借入金の返済＋株主還元

有利子負債残高 648 843 270 程度
(2027年度末)

収支改善による有利子負債縮減

財務施策

基本方針 ： 成長投資や変化する事業環境に対応可能な財務体質の健全化を早期に実現

【 施 策 】

財務計画(キャッシュフロー見通し(概要))



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

経営数値計画 株主還元
中期経営計画2022-2024

財務体質の健全性を維持しつつ、安定した株主還元を実施

株主還元

• 企業体質の強化及び事業展開に備えて内部留保の充実を図りつつ、安定的な配当政策を維持
することを基本とし、業績推移と今後の経営環境を総合的に勘案して利益配分を決定

• 中期経営計画2022‐2024の株主還元は、総還元性向50％を目安に、自己資本配当率
（DOE）3％を下限値として、安定した株主還元を実施

0

10

20

30

40

50

60

FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2027

・安定的な配当政策維持
・連結総還元性向50％程度

DOE3％
（下限）

※2016年度以前の1株当たりの配当金については、2017年10月に実施した株式併合を考慮

配当総額（１株当たり配当金） 自己株式取得額

２９

還
元
総
額
（億
円
）

株主還元の推移

（10円）
16億円（5円） （15円）

24億円 （18円）
29億円

5億円

（24円）
39億円

（24円）
38億円

10億円

15億円

（18円）
28億円

（20円）
31億円

10億円

8億円

５

（14円）
22億円



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

投資判断においては資本効率を意識し、より効果が見込まれる分野に「選択と集中」

400億円

2023年度～2027年度までの5年間で 

投資規模（総額）

２. 新規・周辺領域事業推進のための投資

脱炭素社会に寄与する事業

社会インフラの強靭化や長寿命化に寄与する事業

100 億円

１. 建設事業強化のための投資

事業基盤の強化、事業規模の拡大

SMile生産システムの実現（建設DXの推進）

競争力向上のための技術開発

200 億円

建設事業の成長に寄与する建設周辺領域事業

３. 基盤強化のための投資

その他 設備投資等

人材関連（グローバル人材、DX人材の教育・確保等）

情報化、情報セキュリティ強化

100 億円

投資規模  投資総額の30％以上

サステナビリティ関連投資

再生可能エネルギー事業
（太陽光発電、小水力発電、風力発電）

脱炭素、省エネルギー、長寿命化、
再利用関連の技術開発、設備投資

サステナブル社会に寄与する事業創出

M&A投資

建設事業基盤強化、事業領域拡大等の
ためのＭ＆Ａ投資など

※ 投資額は別枠
（ただしD/Eレシオは1倍以下を目安とする）

投資計画
中期経営計画2022-2024

持続的な成長のため、2027年度までの5ヵ年で400億円の成長投資を実施

特に注力する投資分野

別枠で検討する成長投資

３０

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

手持ち工事の資金需要を鑑み、2024年度までは投資を抑制

６



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

非 財務目標
中期経営計画2022-2024

３１

７

項 目 2024年度目標

ワークエンゲージメント指標※５ 4.0以上（5点満点の平均）
※５ 「組織診断サーベイ」におけるワークエンゲージメントに関する指標

項 目 2024年度目標

社員総労働時間あたりの完成工事高※４ 5％向上 （基準年 2020年度）
生 産 性

エンゲージメント

※４ 生産性指標＝完成工事高（国内）/社員総労働時間（国内有報人員）

項目 取り組み方針 2024年度 目標

安 全 「安全」・「健康」・「快適」な職場の実現 死亡・重大災害 「ゼロ」
度数率 0.6以下（施工部門）、0.5以下（全社）

品 質 施工プロセスを重視した「究極品質」 品質不具合「ゼロ」

安全・品質

項 目 2021年度実績 2024年度目標

カーボン
ニュートラル

CDP評価 Ｂ Ａ

CO2排出量
削減※1

Scope1+2 ▲11% ▲20％ 基準年
2020年Scope3 ＋74%※3 ▲10％

人 権
人権DD 人権DDの着手 人権DDの定着

（人権リスクへの対応）

救済メカニズム構築※2 （人権DD後に着手） 2023年度から運用
※１SBT1.5℃基準に沿った目標  ※２ ハラスメント、コンプライアンス対応の通報制度は整備済 ※３目標設定前に受注した案件におけるCO2排出量

サステナビリティ
基本方針



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

３つの基本方針と具体施策

基本方針と各施策
中期経営計画2022-2024

収益力の向上

施 

策
②  現 場 力 の 強 化

①  受 注 力 の 強 化基本方針-1

3つの基本方針に基づく各施策への取り組みにより、「新たな成長」を実現

基本方針-２

成長分野への挑戦

基本方針-３

人材(＝人財)基盤の強化

施 

策

① サステナブル社会に向けた取り組みの強化

② 海外事業の拡大 ～拠点の自立とネットワーク強化～

③ 建設生産システムの深化

施 
策

① ダイバーシティ＆インクルージョンの実現

② エンゲージメントの向上

③ 人 材 の 育 成

３２

③  国 内 建 築 事 業 の 業 績 改 善 追  加

８



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

中期経営計画2022-2024

基本方針と各施策（補足）

収益力の向上基本方針-1 成長分野への挑戦 人材(＝人財)基盤の強化

国 内 土 木 事 業

更なる質（利益）の向上

国 内 建 築 事 業

構 造 改 革

海 外 事 業

事 業 拡 大

S X の 推 進

D X の 推 進

足元の事業基盤の再構築、
将来の企業価値向上の礎となる

人材基盤の強化に注力

８

３３

国土強靭化、インフラ改修等を
追い風として堅調に推移

国内大型建築工事の損失計上を
始めとして、業績が大幅に悪化

環境配慮技術の実用化推進
再生可能エネルギー事業の推進

生産性向上・省力化に向けた
デジタル技術の実用化が進捗

専門人材の採用推進
社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾂｰﾙの整備拡充

大規模鉄道整備事業の受注（フィリピン）

アジア市場のコロナ禍からの回復

ローカル人材の積極登用等による
基盤の強化推進

HDCのタイ拠点の設立等により
グローバル人材育成を推進

PC橋梁などの優位技術を軸に
当社全体の業績を牽引

一時的に受注規模を縮小し、
改革によって業績改善を果たす

「選択と集中」による成長投資

サステナブル技術での優位性確立
水上太陽光発電事業の拡大継続

前 

期

生産性向上・業務プロセス変革に向けた施策を集中的に実施
データドリブン経営の実現
生産性の向上/品質向上

ITリテラシーレベルの底上げ
デジタル人材の育成/確保

コロナ禍からの景気回復を踏まえ
事業規模の回復・拡大

当社の「成長ドライブ」として
戦略的に事業規模を拡大

事業規模に合わせた
強固な海外人材基盤の構築

基本方針-２ 基本方針-３

※ＨＤＣ：グローバル人材開発センター

Ｄ＆Ｉ推進専門部署の新設
Ｄ＆Ｉポリシーの策定 （2023年1月策定）

基本方針における前期状況と今後の方向性

前 

期

前 

期
前 

期

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ＆ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝの推進

前 

期

前 

期

前 

期

前 

期

前 

期



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

PC（新設） / トンネル / シールド / エネルギー関連施設 / 大規模更新事業
土木事業

情報力の強化
(データ活用の高度化）

優位技術（PC）を軸に、市場が大きいトンネルや成長分野のエネルギー関連施設に注力

① 受注力の強化

デジタル技術の積極活用などにより競争力を強化し、良質な受注環境の維持向上

建設事業における受注戦略

注力分野

住宅 / 生産施設 / 店舗・商業施設 / 環境関連施設・発電所等 
建築事業

業績改善に向けて、競争優位性の高い分野を軸に良質な案件受注に注力
注力分野

海外事業

国内優位技術の積極的な海外展開等により、当社成長ドライブとして受注規模を拡大

注力分野

受注戦略を支える競争優位性の創出

原価力の強化

中期経営計画2022-2024  基本方針-１ 収益力の向上

３４

環境配慮技術の強化 プレキャスト技術の強化

協力会社組織 「真栄会」との連携強化

【土木】 都市高速鉄道（高架橋、地下鉄）/ 長大橋梁 /海洋土木/再生可能エネルギー

【建築】日系の生産施設に加え新規顧客（外資、現地企業）や他用途（住宅等）へ拡大        

技術提案力の強化

９



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会 ３５

「現場力の強化」によって工事リスクの最小化を図り、安定的な工事収益を確保

現場管理体制の強化

「コア業務（安全・品質・工程・原価管理）」に

集中できる現場体制の構築

  工事リスク対応力の強化（検知、対策）

技術者教育の強化

デジタル化の推進で「現場力」を支える

② 現場力の強化

現場の「周辺業務」を本支店へ移管、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

現場の施工支援体制の強化
 （土木・建築統括室による包括的支援）

▶ 現場管理業務の「質」が向上

▶ 早期に工事リスクを把握し、対策を施工計画に反映

 高精度な施工計画の検討を前倒しで実施

 オンライン教育システムを活用した柔軟性、
 有効性の高い教育の実施

ベテラン技術者が有する暗黙知を中堅・若手
に教育で伝承

▶ リスク検知能力・課題解決力の向上、
若手技術者の早期育成

BIM/CIMによる仮想竣工、施工の見える化

実績等各種データの高度活用

施工管理業務のデジタル化

安全管理におけるAIの活用

施策１ 現場業務のバックアップ体制の構築

施策２  フロントローディング体制の構築

中期経営計画2022-2024  基本方針-１ 収益力の向上

■

■

■

■

■

■

■

９



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

複雑な部材の施工図作成の遅れにより製作工程が逼迫し、一部の工場製作部材が
工場検査で不合格となり、再製作となったことなどにより工程遅延が発生

要 

因

対 

策

国内大型建築工事において、更なる損益悪化を防止すべく会社の総力を上げて対応

2023年3月期 第2四半期

鋼材を中心とした資材価格等の上昇

工事の進捗に伴う施工計画の見直しによる想定外の費用発生

６２億円の損失計上

現場技術者の増員、本支店による現場支援強化により施工管理体制を強化

１

2023年3月期 第４四半期 ２５３億円の損失計上２

要 

因

対
策

品質の確保・工程回復に向けて、施工図面作成業務および部材製作部門の人員の
大幅な増員、工場製作部材生産ラインの追加拡充

３６

中期経営計画2022-2024 基本方針-1 収益力の向上

９

１．本店を中心とした特別対応チームを組成し、施工全般に対する支援や技術的な指導を実施

２．調査委員会による原因究明と再発防止策の策定・外部有識者による助言

更なる損益悪化防止に向けた対策を実施

③ 国内建築事業の業績改善 ～国内大型建築工事の損益悪化とその対策



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

国内建築事業の業績悪化の直接的要因 

内的要因：手持ち工事高と施工体制のアンバランス1

※プロジェクト化の要否は要検討
社会情勢の変化に伴う原材料・燃料価格の急激な上昇、一部地域の需給逼迫による労務不足

外的要因：資材価格の高騰・労務不足２

国内建築事業を取り巻く環境の変化 

市場拡大期（~2018）：受注高・完成工事高拡大、工事採算の回復
リーマンショック後の景気回復を受けて、建設市場は好調に推移
当社においても、受注高の拡大に伴い、完成工事高も増加し、工事採算も大幅に回復
好調な市場の後押しに加え、生産性の高い大規模工事の受注に注力

市場縮小期（2019~）：受注量確保方針の継続

1

２

2019年から建設市場の潮目が変わり、コロナ禍が拍車を掛け一時的に市場が大幅に縮小
受注競争が激化する中でも規模拡大に向けて受注量の確保を優先

変化する事業環境への対応の遅れ 

３７

③ 国内建築事業の業績改善
中期経営計画2022-2024  基本方針-１ 収益力の向上

～建築事業全般の業績悪化の背景
９

結果として、手持ち工事高の急速な拡大に繋がり、施工体制とのバランスに歪みが生じた

◎

◎

●

結果として、受注量確保への過剰なバイアスが掛かり、受注時採算の目線が低下

◎
●

施工計画の検討不足等に起因した施工効率の低下により工事原価が増加
手持ち工事高の増加により技術者不足が顕在化し、見積、設計、施工の各段階における精度が低下●

建設資機材価格の高騰、労務需給逼迫に伴う工程遅延により工事原価が増加
●



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

建築事業における利益率改善に向けた3つの施策を実施

施工体制逼迫の改善と現場支援体制の再構築⑴

短期施策：１~2年

中長期施策：３~5年

新規着工工事の受注量抑制

施工体制確保を前提とした受注方針堅持

受注プロセスにおけるガバナンス強化と最適な受注ポートフォリオの構築

取り組みの初期段階における判定会を新設し、受注審査の厳格な運用を徹底

安定的な利益を創出する最適な受注ポートフォリオの構築

手持ち工事の着実な消化

⑵

取り組みの初期段階に、人員体制（見積・設計・施工）、リスク要因、資金収支等を精査、検討し、
取り組み可否を厳格に判断。 建築部門外から建築工事審査担当役員を選任し、ガバナンスの
強化を図る。 低採算の回避・損益悪化リスクの排除

顧客、工事規模、用途、地域特性等を鑑みた受注方針を再設定し、運用を徹底する。
リスク分散と受注機会の拡大により安定的な収益を創出

工事代金回収によるＣＦの改善

施工体制逼迫の解消

技術者の内勤シフトによる
事前検討・支援体制の強化

３８

③ 国内建築事業の業績改善
中期経営計画2022-2024  基本方針-１ 収益力の向上

～業績改善施策-1
９



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

建築事業における利益率改善に向けた3つの施策を実施

利益を重視した目標管理の徹底⑶

各案件毎の利益の最大化を図るべく、受注から竣工に至る各段階において、利益額・利益率を
最優先とした目標管理を徹底

３９
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6.9 7.9 8.5
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500

1,000

1,500

2,000

FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027

△12.3

1,893 1,800 1,800
1,500 1,490 1,570

（億円）売上高 （％）売上総利益率

リスク対策を実施した工事への入れ替えを進め利益率を向上

その他手持ち工事物価上昇影響工事 新規工事
量（受注量）から質（利益）を重視した受注にシフト

売上総利益率

③ 国内建築事業の業績改善
中期経営計画2022-2024  基本方針-１ 収益力の向上

～業績改善施策-２
９

注) 上記数値は個別建築数値(国内+海外)



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

再生可能
エネルギー

事業

プロダクト

環境関連
施設建設

プロセス

水上太陽光発電事業の拡大

小水力発電事業、風力発電事業への参入

水素キャリア（アンモニアなど）貯蔵施設

低炭素素材（サスティンクリートⓇ、新素材開発）

ＺＥＢ/ＺＥＨ技術

省エネ改修、省エネソリューションサービス

「ＥＰＣでの請負」から「インフラ管理運営事業」への展開

耐震改修、ＢＣＰに関するサービス

カテゴリー 主 な 取 り 組 み テ ー マ

新
規
・
周
辺
領
域
事
業

建 

設 

事 

業

「サステナブル技術で選ばれる建設会社」へ成長

４０

環境負荷や周囲への影響を抑えた工法

グリーン電力や環境配慮燃料を用いた建機の活用

サービス

① サステナブル社会に向けた取り組みの強化

新たに生まれる社会ニーズに対し、技術とサービスで応え続けることで成長を実現

ノンメタル技術による超高耐久構造物（Duraシリーズ）

再エネ発電（浮体式洋上風力発電施設、バイオマス施設）

取り組み目標

（FY2023‐FY2027）
サステナビリティ関連投資

１２０億円規模

（投資総額の30％以上）

CO2排出量削減
（2030年目標）

Scope1+2 ▲ ５０％

Scope３ ▲ ２５％

（2020年比）

再生可能エネルギー事業

2030年目標

発電規模 

１５０MW

2024年目標 ４０MW

中期経営計画2022-2024  基本方針-２ 成長分野への挑戦

保有技術のライセンス化による環境技術等の普及促進

10



修 正

２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

▪2021年度 事業規模 700億円

４１

20２４年度目標 事業規模 1,000億円

▪ 2030年イメージ 事業規模 2,000億円へ成長

技 
術

人 

材

投 

資

2
0

2
2

2
0

2
3

2
0

2
4

2
0

3
0

Fi
sc

al
 y

ea
r

基本方針

▪2022‐2024年度 海外事業戦略

１. 海外建設事業の成長
   地域のニーズに応じたサービス・技術の提案
   新たな可能性を見出す戦略的パートナーシップ

２.成長を支える事業基盤の強化
 （”Localization”と”Global Identity”※）

     有事にも対応できる現地拠点の自立
     ”Global Identity” の醸成

３. 社会変化に対応した取り組み推進
   サステナビリティ基本方針に基づくCO2削減
   デジタル技術への投資による生産性の向上

ＨＤＣ拠点の増設とネットワーク強化

  ローカルコア社員の育成と経営幹部登用

環境課題解決への投資（カーボンニュートラル）

  再生可能エネルギー事業への取り組み

  Ｍ&Ａの活用などによる事業領域の拡大

プレキャストを中心とした技術の海外展開

  安全・究極品質ポリシーの海外展開

② 海外事業の拡大 ～拠点の自立とネットワーク強化～ -１

事業を通じて持続可能な地域社会の発展に貢献し、地域とともに成長を実現

アジアを中心に１４か国に展開中

グローバル化宣言に基づく取り組み強化

グローバル人材開発センター（ＨＤＣ)３拠点稼働

海洋土木系会社（シンガポール）の子会社化により
港湾・長大橋梁分野の競争力強化

中期経営計画2022-2024  基本方針-２ 成長分野への挑戦

※Global Identity：当社グループ社員が共有すべき海外事業共通の「三井住友建設らしい価値観」（安全、究極品質など）

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

10



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

中期経営計画2022-2024  基本方針-２ 成長分野への挑戦

Antara Koh Private Limited
（シンガポール）

持株比率

100％

基本スキーム

海洋土木系会社（Antara Koh Private Limited）の子会社化により海外事業基盤を強化

事業内容：機械土木（海上杭打ち等）、海洋土木（埠頭、桟橋工事等）  
※杭打工事ライセンス「L6」（最高位）

杭打ち船、クレーン船、作業船、はしけ等の船舶を複数隻保有

大型橋梁工事の基礎工事専業者として、当社との継続的な
取引実績を有する

Antara Koh Private Limited（AKPL）

株式譲渡実行
2022年2月

子会社化により創出する効果（シナジー）

大型橋梁工事における優位性創出 海洋土木市場への参入機会獲得

海外案件の受注機会拡大

杭基礎の施工技術の高度化（共同開発、人材交流など）

計画的な設備投資によるAKPL社の事業基盤の強化
（船舶・機材の増強、業容の拡大）

杭基礎含む上下部工案件への取り組みによる受注確度向上
（PC:三井住友建設、鋼桁：鉄構エンジ、基礎：AKPLの協働）

▪
▪

▪

新分野である海洋土木市場への取り組み

グループ協働による営業力の強化

▪

▪

４２

事業を展開する主な地域：
 シンガポール、マレーシア、ミャンマー、バングラデシュ

② 海外事業の拡大 ～拠点の自立とネットワーク強化～ -２10



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会 ４３

③ 建設生産システムの深化 -１

建設プロセスにおける提供価値の追求により、当社グループの競争力を強化

SMile生産システム 
の実現目

指
す
姿 生産性の向上 ゼロ災の実現 品質の確保

主
な
取
り
組
み
テ
ー
マ

建設現場の工業化・自動化による競争力強化

施工の
自動化

施工管理の高度化・遠隔化（遠検🄬🄬など）
管理の
自動化

BIM/CIM
連動

プレキャスト工法における生産システムの深化
（製造拠点を有する優位性を活用）

工場での製造自動化
（Robotaras®、自動CON打設）

建設生産システム

統
合
シ
ス
テ
ム
の
確
立

統
合
シ
ス
テ
ム
 

BIM/CIMを活用した仮想竣工

施工機械の自動化
（タワークレーン、覆工コンクリート打設など）

自動クレーンによる据付

トレーサビリティの確保
（設計情報や部材検査情報）

測量、出来形検測の省人化・自動化
（ラクカメラ🄬🄬など）

設計～製造～施工の一元管理システム

ICTを活用した施工支援技術（MR※など）

BIM/CIMによる設計

部材標準化設計

RFIDタグによる部材管理
（BIM/CIM、検査データとリンク）

設
計

製
造

施
工

運
用

自動化の促進、製造効率化

デ
ー
タ
活
用

検査の精度向上

※ MR｜Mixed Reality：複合現実。仮想的な物体の実物が目の前にあるかのように映し出す技術

中期経営計画2022-2024  基本方針-２ 成長分野への挑戦

■

■

■

■

■

■

■
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２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

③ 建設生産システムの深化 -２
中期経営計画2022-2024  基本方針-２ 成長分野への挑戦

４４

10

全国に拡がるプレキャスト製造ネットワーク

プレキャスト部材の適用拡大

能登川工場

三田川ＰＣ工場

新居浜ＰＣ工場

SMCプレコンクリート
栃木工場

SMCプレコンクリート
茨城工場

ドーピー建設工業
掛川工場

ドーピー建設工業
幌別工場

三井住友建設鉄構エンジニアリング
観音寺工場（今期一部稼働予定）

全国に製造拠点を有する独自性を活かし、プレキャスト技術を起点とした更なる優位性を創出

適用部位の拡大：橋脚や建物基礎など

適用用途の拡大：物流倉庫、生産施設

プレキャスト工法による競争優位性の強化

各製造拠点のネットワークを強化し、
強力なプレキャスト部材の供給網を構築

より合理的な部材の供給環境を構築

各拠点の連携強化による生産量の安定化

自動化等の最新システムの全国展開
工場の増設等により供給網をさらに強化

建設部門と製造部門の協働による技術開発

■

■

■

■



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会 ４５

・若手早期役職登用の推進

働 き が い の 向 上成 長 機 会 の 拡 大

・多様な人材の採用

・ウェルビーイング経営の推進 ・キャリアパスの多様化

・タレントマネジメントによる最適配置

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現

多 様 な 働 き 方 多 様 な キ ャ リ ア 形 成多 様 な 人 材

実現のための主要施策

企業の成長

社 員 パ フ ォ ー マ ン ス の 最 大 化やりがい 働きやすさ 成 長
多 様 な 価 値 観 や ス キ ル の 活 用全ての社員が、実感できる

社員の幸福

人 材 の 確 保 働 き 方 の 変 革

・定着支援のための環境整備

・チャレンジしやすい企業文化の醸成 ・グローバル人材育成

・テレワークの促進による柔軟な働き方の実現

・DXによる労働時間の削減

① ダイバーシティ＆インクルージョンの実現

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現を通じて、社員の幸福度の向上を企業の成長につなげる

中期経営計画2022-2024  基本方針-３ 人材（=人財）※基盤の強化

※ 人材（＝人財）：当社の競争力の源泉は「ひと」であり、当社における「最大の財産」との考えに基づく表現

11



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

② エンゲージメントの向上

「社員の幸福」、「企業の成長」と、社員のエンゲージメントとがお互い高め合う関係性を構築

中期経営計画2022-2024  基本方針-３ 人材（=人財）基盤の強化

社員の幸福 企業の成長

社員のエンゲージメント
ビ ジ ョ ン や 方 針 へ の 共 感

向上 高め合う関係性

定期的なアンケート結果に応じた対策を講じることで、エンゲージメントの向上を図る

ビジョンに共感し、 会社や同僚に対して仲間意識を持ち、
お互いが愛着や誇りを持って協力し合うこと

一人ひとりが会社のビジョンを自分ごととして落とし込み、
行動を起こそうとする意欲を有すること

ビジョンを共有している仲間とともに、組織に貢献する意欲
を有し、また貢献していることを実感できること

４６

会社の進むべき方向性、ビジョンを具体的に理解し、達成
しようとする姿勢を有すること

社 員 間 の 信 頼 関 係

自 律 的 な 行 動 組 織 に 対 す る 貢 献 意 欲

社内コミュニケーションの充実
充実したトップメッセージ発信

社内SNS等の活用推進

適切な人事評価
「挑戦」を評価する人事制度

社内表彰制度の拡充

キャリア自律の促進
社内公募制度

充実した教育制度（国内外留学等）

向上

11



２０２３年３月期 通期  決 算 説 明 会

③ 人材の育成

「新たな成長」の実現を牽引する、デジタル人材・グローバル人材などの多様な人材育成・確保に注力

中期経営計画2022-2024  基本方針-３ 人材（=人財）基盤の強化

全社的なグローバル教育

全社を挙げてＤＸ実現に取り組むべく、人材の育成を推進

全社員を対象とした、HDC（日本、フィリピン、インド）で
開催する人材研修

DX意識とスキルの向上

D X の 実 現
建設生産革命の実現 / ビジネスモデル変革

グローバル人材の育成
HDCを軸にグローバルで活躍できる

人材の育成を推進
HDCの人材育成プログラム

双方向トレーニング
様々な国の社員が一緒に、各自のスキルを共有し
相互に学び合い成長することを目的とした研修

中核人材のネットワーク化
海外拠点の中核を担う人材をネットワーク化し、スキルや
マネジメントなどのノウハウを共有

留 学 制 度
当社技術のグローバル展開、人材の流動化に向けて、
社員を各国に留学させる制度

ＩＴリテラシー向上
教 育

DXマネージャー
育 成

DXリーダー層
育 成

全社員対象（約4,000人）
デジタル技術の活用推進
DX意識とスキルの向上

（全社レベルの底上げ）

上級者対象（選抜）
DX推進のコアとなる各部門の牽引役  （外部人材の登用含む）

DX推進におけるマネジメント層
DX推進の主導的役割や、企画・立案・推進を担う人材

目
指
す
姿

「新たな成長へ」向けて
「核」となる人材像

マネジメント人材

SX人材

若手リーダー

デジタル人材 グローバル人材

人材への投資による
育成・確保

４７

スペシャリスト

グローバル検定
グローバル人材としてのポジションを正しく把握し、
自らの成長を促進する仕組み

11



お問い合わせ先

経営企画本部 企画部
Tel. 03-4582-3016 Fax. 03-4582-3205

本資料に掲載しております計画、予測または見通しなど将来に関する事項は、本資料の発表日現在
における当社の戦略、目標、前提または仮定に基づいており、実際の業績は、様々な要素により記
載の計画、予測または見通しなどと異なる結果となる可能性があります。

株式会社西和工務店株式会社西和工務店株式会社西和工務店
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